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平成平成平成平成 30303030 年度税制改正要望年度税制改正要望年度税制改正要望年度税制改正要望    団体別・項目別内容団体別・項目別内容団体別・項目別内容団体別・項目別内容（一部は案、団体名太字は機関決定済み）        日本自動車会議所 H29.9/20 税制部会 参考資料 

項 目／団体 自工会 部工会 車車車車工会工会工会工会    自販連自販連自販連自販連    全軽自協 輸入組合輸入組合輸入組合輸入組合    中販連中販連中販連中販連    日整連 全ト協全ト協全ト協全ト協    通運連盟 日日日日バス協バス協バス協バス協    全全全全タクタクタクタク連連連連    全自協 損保協会損保協会損保協会損保協会    石油連盟石油連盟石油連盟石油連盟    全全全全レ協レ協レ協レ協    リース協リース協リース協リース協    JAFJAFJAFJAF(参考) 

自
動
車
関
係
諸
税
の
負
担
軽
減

・
簡
素
化

（抜
本
見
直
し
） 

  〇 〇 〇 〇  〇  〇 〇 〇  〇    〇 〇 〇 

車 

体 

課 

税 

自
動
車
取
得
税 

 〇 〇        〇 〇    〇  〇 

 ・ 消 費 税

10％時点で

の確実な廃

止 

・消費税率

10％引き上

げ時の確実

な廃止 

       ・営自格差

の見直し反

対（営自格

差の堅持） 

・ 消 費 税

10％時点で

確実に廃止 

   ・ 消 費 税

10％引き上

げ時の確実

な廃止 

 ・二重課税
であり廃止 

自
動
車
重
量
税 

〇 〇 〇 〇  〇   〇  〇 〇 〇   〇 〇 〇 

当分の間税
率の早急な
廃止 

当分の間税

率の廃止 

・将来的な

廃止を目指

し、まずは

「当分の間

税率」の廃

止 

・将来的な

廃止。少な

くとも「当

分 の 間 税

率」は即時

廃止 

 

・廃止まで

の間は軽の

負担を基準 

 ・廃止を含

めた抜本的

見直し 

 

・2018 年度

には少なく

とも「当分

の間税率」

の廃止 

  ・重量税の

道路特定財

源化 

 ・営自格差

の見直し反

対（営自格

差の堅持） 

・一般財源

化され課税

根拠を失っ

ており廃止 

・営業車に

比べて過重

な税が課せ

られており

是正すべし 

  ・将来的な

廃止を目指

し、まずは

「当分の間

税率」の廃

止 

・課税根拠

を喪失した

重量税の撤

廃 

・二重課税
であり廃止 
 
・少なくと
も「当分の
間税率」は
直ちに廃止 

軽
自
動
車
税 

 
 
 
 

自
動
車
税
／ 

〇  〇 〇  〇   〇 〇 〇 〇    〇 〇 〇 

・中長期的
に は 登 録
車・軽自動
車それぞれ
保有段階で
一税目化 
 
・とりわけ
国際的にも
過重な自動
車税の引き
下げ 
 

・自動車税

の引き下げ 

 

・初年度月

割課税の廃

止 

・自動車税

は国際的に

適正である

軽自動車の

水準に見直

し 

 

・環境性能

割の課税体

系を踏まえ

た上での見

直し 

 

・初年度月

割課税の廃

止 

・軽に比べ

て極めて重

い 登 録 車

（主として

コンパクト

カー）の税

率引き下げ 

 

・軽自動車

の負担を基

準とした税

体系への見

直し 

 

・初年度月

割課税の廃

止 

 ・登録車へ

の課税は現

行の軽自動

車税程度の

水準へ比例

的に引き下

げ 

 

・初年度月

割課税の廃

止 

  ・自動車税

の引き下げ 

 

・自動車税

における営

自格差見直

し反対 

・廃止され

る自動車取

得税の付け

替えとなる

ような環境

性能課税に

は反対 

・営自格差

の見直し反

対（営自格

差の堅持） 

・国際的に

過重な自動

車税の負担

軽減 

   ・自動車税

は国際水準

である軽自

動車を基準

とする税体

系に見直し 

 

・初年度月

割課税の廃

止 

 

・軽減を目

的として税

体系の見直

し 

 

・グリーン

化特例の恒

久化 

・自動車税
の負担見直
し 

燃 

料 

課 

税 

当
分
の
間
税
率 

 〇 〇      〇 〇 〇      〇 〇 

 

・不合理な

燃料課税の

見直し→廃

止 

・不合理な

燃料課税の

見直し 

     ・軽油引取

税の旧暫定

税率廃止 

・廃止 ・軽油引取

税の旧暫定

税率廃止 

     ・廃止 ・直ちに廃

止 

Tax 

on 

Tax 

 〇 〇       〇  〇     〇 〇 

 

・不合理な

燃料課税の

見直し→解

消 

・不合理な

燃料課税の

見直し 

      ・解消  ・不合理な

仕組みであ

り解消 

    ・撤廃 ・早急に解

消 

その他 

・負担軽減

の代替財源

をユーザー

に求めるべ

きではない 

 ・財源確保

のための自

動車関係諸

税の増税お

よび新税創

設反対 

 軽自動車お

よび二輪車

のユーザー

に対する更

なる税負担

増に反対 

 ・初度登録

13 年超の重

課の廃止 

・経年車に

自動車関係

諸税を重課

する制度の

廃止 

 ・ 消 費 税

10％引き上

げ時におけ

るユーザー

負担軽減 

・自動車関

係諸税のさ

らなる大幅

な軽減措置 

    ・財源確保

のための自

動車関係諸

税の増税お

よび新税創

設反対 

・次世代自

動車に対す

る自動車関

係諸税の軽

減および免

税等の継続

と拡充 

・取得税の

代替財源を

確保するた

めの環境性

能割は撤回 

 

・重課措置

の廃止 
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日本自動車会議所まとめ 

項 目／団体 自工会自工会自工会自工会    部工会 車工会 自販連自販連自販連自販連    全軽自協全軽自協全軽自協全軽自協    輸入組合輸入組合輸入組合輸入組合    中販連中販連中販連中販連    日整連日整連日整連日整連    全ト協全ト協全ト協全ト協    通運連盟 日バス協日バス協日バス協日バス協    全タク連全タク連全タク連全タク連    全自協 損保協会損保協会損保協会損保協会    石油連盟石油連盟石油連盟石油連盟    全レ協全レ協全レ協全レ協    リース協リース協リース協リース協    JAFJAFJAFJAF(参考) 

重
点
要
望
／
団
体
独
自
要
望
／
そ
の
他 

・福祉車両
の仕入れに
係る消費税
の取り扱い
に関する見
直し（課税
範囲の見直
し等） 
 
・先進安全
自動車（Ａ
ＳＶ）およ
びバリアフ
リー車両に
対する自動
車重量税の
軽減措置の
延長等 
 
・グリーン
投資減税の
延長等、企
業の省エネ
ルギー投資
を支援する
税制の整備 
 
・固定資産
税の抜本見
直し（償却
資産に対す
る固定資産
税廃止等） 
 
・外国子会
社からの配
当益金不算
入制度の拡
充 
 
    他 

・設備投資

税制等の創

設等 

 

・移転価格

税制の見直

し、 

 

・法人所得

税の実効税

率の引き下

げ 

 

・グループ

法人税制の

見直し、 

 

・中小法人

の軽減税率

の引き下げ

と適用範囲

の拡大 

 

    他 

・中小企業

法人税 軽

減税率の拡

大 

 

・税法上の

中小企業定

義の見直し 

  ・自動車取

得税の免税

点50万円を

取得税の廃

止時までの

延長 

・自動車取

得税の免税

点50万円の

特例措置の

取得税廃止

時までの延

長 

・廃油処理

施設の油水

分離装置に

係る課税標

準の特例措

置の適用期

限延長 

ＡＳＶ特例

措置の延

長・拡充 

 

・自動車取

得税におけ

る免税制度

（取得価格

50 万円以

下）の延長 

 

・雇用促進

税制の延長 

 

・所得拡大

促進税制の

延長 

 

・少額資産

即時償却の

延長 

 

・物流総合

効率化法に

基づく特例

措置の延長 

 

・トラック

協会が運営

する地域防

災・災害対

策関連施設

等について

固定資産税

の軽減措置

の適用 

・鉄道への

モーダルシ

フトを推進

するため、

鉄道貨物利

用運送事業

者が導入す

る31フィー

ト等の私有

大型高規格

コンテナに

係る特例措

置の創設 

 

・大型高規

格コンテナ

を運搬する

鉄道コンテ

ナ専用輸送

車両に係る

特例措置の

創設 

 

・軽油引取

税の課税免

除の特例措

置の延長 

 

・「地球温暖

化対策のた

めの税」に

ついて還付

措置の適用 

 

・中小企業

等の少額減

価償却資産

の取得価格

の損金算入

の特例の延

長 

 

・税法上の

中小企業の

範囲拡大 

 

・バリアフ

リー対応車

（ノンステ

ップバス・

リフトバス

等）への減

免措置 

 

・衝突被害

軽減ブレー

キ、車両安

定制御装

置、車線逸

脱警報装置

を装備した

車両の取得

に係る減税

措置の延長 

 

・車線逸脱

警報装置を

装備した車

両の取得に

係る減税措

置の対象車

両の拡充 

 

・外形標準

課税の適用

拡大による

バス事業へ

の負担増反

対 

・バリアフ

リー車両に

対する重量

税の免税措

置の延長お

よび取得税

を含めた減

税措置の拡

充 

 

・消費税の

特例措置

（軽減税率

の適用、メ

ーター改造

等の費用に

対する税制

上の支援措

置） 

・自賠責保

険・任意保

険の所得税

控除の取り

扱い 

・国際課税

ルールの改

定における

対応 

1)外国子会

社合算税制

において、

平成29年度

税制改正で

新たに規定

された「外

国金融子会

社等」の取

り扱いにつ

いて、損害

保険ビジネ

スの実態を

踏まえ、所

要の手当て

を行うこと 

2)その他の

国際課税ル

ールの見直

しが行われ

る場合に

は、損害保

険ビジネス

の特性を踏

まえ、正当

な経済活動

を阻害する

ことがない

よう、十分

に留意する

こと 

 

    他 

・石油諸税

のさらなる

増税や石油

諸税に係る

税収の使途

拡大等、石

油に対する

これ以上の

税負担に反

対 

 

・自動車用

燃料・エネ

ルギー等に

対する課税

の公平性確

保 

 

・バイオＥ

ＴＢＥ配合

ガソリンに

係るエタノ

ール相当分

のガソリン

税免税制度

の延長 

 

    他 

 ・官公庁等

の公用車導

入に係る、

リース契約

での自動車

税（軽自動

車税含む）                 

及び自動車

取得税の非

課税措置 

 

・指定自動

車教習所

が、リース

契約による

教習専用車

両を導入す

る時の自動

車税減免措

置 

 

・身体障害

の方のため

に専ら使用

することを

目的とした

自動車のリ

ース契約に

よる自動車

であっても

減免措置の

適用とする 

 

・先進環境

対応車（低

燃費車等）

と先進安全

自動車（Ａ

ＳＶ技術の

導入車）に

対する優遇

措置の強化 


